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１ 最終案の概要
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２ 温室効果ガス排出量の現況
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温室効果ガス排出量の推移（岩手県） 2013年度比
8.7％削減



３ 二酸化炭素排出量の現況（部門別）
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国と県における二酸化炭素排出量の部門別割合（2019年度）
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産業（2013年度比▲15.8%）
農林水産業と製造業の割合が大きい。
製造品出荷額は増加しているが、エネルギー
効率の改善等により、排出量は減少。

運輸（2013年度比▲6.5%）
自動車からの排出が全体の約98％。
自動車保有台数は増加傾向にあるが、燃費の向
上、次世代自動車の普及により、排出量は減少。

家庭（2013年度比▲18.4%）
電力消費と暖房等による灯油消費で約87％。
電力、灯油、LPガス、都市ガス由来の排出量は
いずれも減少。

業務（2013年度比▲13.0％）
電力消費で約78％。
設備の効率化、省エネ対策の進展で、排出量は
減少。



３ 二酸化炭素排出量の現況（家庭）
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エネルギー種別二酸化炭素排出量の推移【家庭部門】



３ 二酸化炭素排出量の現況（産業）
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３ 二酸化炭素排出量の現況（業務）
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エネルギー種別二酸化炭素排出量の推移【業務部門】



３ 二酸化炭素排出量の現況（運輸）
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４ 再生可能エネルギーの現況
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再生可能エネルギー(電気)の導入量 再生可能エネルギー(電気)の発電量



５ 森林吸収量の現況

10

森林吸収量の推移
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温室効果ガス排出量と削減目標



６ 温室効果ガス排出削減目標
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排出量 2013（平成25）年度比削減量
2013（平成25）年度 14,445

Ａ 対策等による削減 ▲6,774（▲47％）
▲8,189

（▲57％）うち再生可能エネルギー導入 ▲1,040（▲7％）

Ｂ 森林吸収 ▲1,416（▲10％）

2030（令和12）年度 6,256

温室効果ガス削減量

温室効果ガス排出量・吸収量
2013年度

（基準年度）
(千t - CO2）

2030年度
(千t - CO2）

削減量
(千t - CO2）

削減目標
（％）

14,445 6,256 ▲ 8,189 ▲ 57

エネルギー起源ＣＯ２

家庭部門 2,847 1,222 ▲ 1,625 ▲ 57
産業部門 4,026 2,387 ▲ 1,638 ▲ 41
業務部門 2,418 971 ▲ 1,447 ▲ 60
運輸部門 2,368 1,618 ▲ 750 ▲ 32
エネルギー転換部門 72 65 ▲ 8 ▲ 10

非エネルギー起源CO2 1,624 1,431 ▲ 193 ▲ 12
メタン(CH4)、一酸化二窒素(N2O)、フロン類 1,091 1,018 ▲ 73 ▲ 7
再生可能エネルギー導入 - ▲ 1,040 ▲ 1,040 -
森林吸収 - ▲ 1,416 ▲ 1,416 -

温室効果ガス削減量（部門別）



７ 再生可能エネルギー電力自給率の目標
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自給率
66％



８ 目標の達成に向けた施策の主な考え方

14

① 県民、事業者、市町村等の主体的な取組を促進する取組
・県はもとより、県民、事業者等のあらゆる主体が、それぞれの役割を認識

し、主体性をもって取り組むことが不可欠
・県では、各主体の取組が効果的に行われるよう支援するとともに、各主体

が相互に連携し相乗効果が発揮できるような施策に取り組む。

② 本県の地域特性を活かした取組
・本県の自然的、社会的特性やこれまでの取組の課題を踏まえ、弱みを補強

する施策に取り組むとともに、本県の強みである地域資源を最大限に活用
した施策に取り組む。

③ 地域経済や生活等の向上にも資する取組
・地球温暖化対策に取り組むことは、温室効果ガス排出削減だけではなく、
地域経済の活性化や雇用創出、健康寿命の延伸、防災・減災等の問題解決
にもつながるなど、様々な利益をもたらす側面がある。

・このようなコベネフィットを追求し、関係する施策と連携を強化し、相乗
効果が発揮できるよう取り組む。



９ 目標の達成に向けた取組の「柱」
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住宅等の省エネ化、省エネ性
能の高い設備・機器の導入促進、
エネルギーの効率的使用促進

①省エネルギー対策
の推進

②再生可能エネル
ギーの導入促進

③多様な手法による
温暖化対策の推進

導入量拡大、関連産業への参
入支援、地域環境への配慮

家庭における省エネルギー化

産業・業務における
省エネルギー化

運輸における省エネルギー化

温室効果ガス吸収源対策

廃棄物・フロン類等対策

基盤的施策の推進

着実な事業化と地域に根ざし
た再生可能エネルギーの導入

自立・分散型（地産地消）エ
ネルギーシステムの構築

水素の利活用推進

省エネ性能の高い設備・機器
や再エネ設備の導入促進、環境
経営等の促進

公共交通の利用促進、次世代
自動車普及促進、物流の環境負
荷低減

エネルギーの地産地消の推進、
環境付加価値の活用

調査研究・実証事業、水素関連
製品導入支援

持続可能な森林整備、ブルー
カーボンの推進

廃棄物の発生抑制・リサイクル、
フロン類排出抑制

県民運動、分野横断的施策、県
の率先的取組、環境学習



10 具体的な取組（産業・業務の省エネ）
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各事業所の主体的・自主的な省エネルギー対策の一層の促進を図る
とともに、規制的手法や経済的手法も取り入れながら事業活動の省エ
ネルギー化を促進

・補助や低利融資制度等による省エネ設備・再エネ設備の導入支援

・省エネルギー診断、温室効果ガス排出量の可視化サービスの普及

・脱炭素化支援機構と連携した省エネ設備等の導入促進

・「いわて地球環境にやさしい事業所」の認定

・環境負荷の軽減にも寄与するスマート農業技術の開発と普及推進



10 具体的な取組（運輸の省エネ）
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自家用自動車への過度の依存を抑制するため、公共交通や自転車の
利用促進に取り組むとともに、交通安全施設の整備、二酸化炭素の排
出削減に資する道路交通流対策を推進

・省エネルギー性能等の情報提供により次世代自動車の普及を促進

・事業者の電動車の購入や充電設備等の整備に係る補助

・電動車の公共交通機関等への導入支援

・港湾脱炭素化推進計画を策定し、取組を推進

※次世代自動車:ハイブリッド車、電気自動車、プラグインハイブリッド車、燃料電池自動車、クリーンディーゼル車、
ＣＮＧ（圧縮天然ガス）自動車。
※電動車:ハイブリッド車、電気自動車、プラグインハイブリッド車、燃料電池自動車



10 具体的な取組（再エネ導入促進）
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本県の再生可能エネルギーの推定利用可能量は全国的にも優位であ
ることから、高いポテンシャルを最大限に活用し、再生可能エネル
ギーの導入に取り組む。

・洋上風力発電の導入に向けた関係市町村や利害関係者との調整、
関連産業の創出・育成の取組を推進

・農業水利施設を活用した小水力発電施設の導入に向けた普及・啓発

・海洋再生可能エネルギー実証フィールドを活用した発電システムの
技術開発・実証事業に向けた取組を支援

・環境影響評価制度の適切な運用

・市町村の再生可能エネルギー導入の促進区域の設定支援



10 具体的な取組（自立分散型エネルギー・水素）
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エネルギーを地産地消し、自立的で持続可能な、災害に強い地域分
散型エネルギーシステムを構築。

・地域域企業による地域新電力などへの参入を促進

・家庭や事業所等への自家消費型再生可能エネルギーの導入を支援

・水素の利活用推進に向けた調査研究、

実証事業等

・水素ステーション整備、FCV購入等

に係る補助等



10 具体的な取組（吸収源対策）
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森林は、本県の温暖化対策に寄与する重要な吸収源。
森林の多面的な機能を持続的に発揮させるため、再造林や間伐等の

森林整備を促進するとともに、林業就業者の確保・育成や県産木材の
利用促進に取り組む。

・市町村や林業関係者との連携による計画的・効率的な再造林や間伐
・多様な主体が参画し、建築物等への県産木材等の利用を推進
・県有林の間伐による二酸化炭素吸収量を、岩手県県有林Ｊ－クレ
ジットとして企業等に販売

・ブルーカーボン
・地域森林の増大に貢献する藻場の再生・造成



10 具体的な取組（基盤的施策）
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① 県民運動の推進
・事業者の脱炭素に向けた優れた取組の表彰、先駆的・効果的な

取組の全県への波及
・専門知識を有する外部人材からの助言

② 分野横断的施策の推進
・市町村の温暖化対策実行計画策定への支援
・脱炭素先行地域づくり事業や重点対策加速化事業の選定を目指

す市町村の計画策定への支援

③ 県の率先的取組
・県有施設へのLED照明など省エネ設備の導入、施設のZEB化
・公用車の次世代自動車への更新
・県有施設への太陽光発電設備等の再エネ導入



11 各主体の役割
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【県の役割】
・県民への情報提供
・事業者による省エネ対策や再エネ導入、温室効果ガス排出削減の支援
・市町村への情報提供や技術的な助言、その他必要な支援
・自らの事務・事業における温室効果ガスの排出削減と森林の吸収作用の保全等

【市町村の役割】
・地域特性に配慮した地球温暖化対策を推進するための仕組みづくり、普及啓

発・情報提供の充実
・自らの事務・事業における温室効果ガスの排出削減等に関する計画を策定
・再エネ導入や省エネに配慮した公共施設の整備



11 各主体の役割
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【県民の役割】
・日常生活における温室効果ガスの排出削減
・省エネ性能に優れた住宅の建築や省エネ性能を高めるリフォーム
・環境負荷の少ない自動車への乗換え
・高効率な省エネ機器・再エネ設備の導入

【事業者の役割】
・省資源や省エネ、再エネの積極的導入
・県や市町村等が行う地球温暖化対策との連携・協働
・事業活動全般の温室効果ガスの排出量の算定と情報提供
・再エネ導入における環境と調和した事業の実施



12 令和５年度予算（案）における取組
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12 令和５年度予算（案）における取組
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省エネルギーと再生可能エネルギーで実現する

豊かな生活と持続可能な脱炭素社会 へ。
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